
復興まちづくり事前準備の取組事例について
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令和２年１月２０日（月）

高知県土木部都市計画課

沿岸部の都市計画区域は、
津波浸水予測区域

※16都市計画区域
20市町（11市９町）
ΣA=88,573ha（約12.5%）
人口約61万人（約80.4%）

●高知県の都市計画区域図
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出典）統計でみる都道府県のすがた2018
（総務省統計局）

※可住地面積：総土地面積から林野面積及び湖沼
面積を差し引いた面積

■可住地面積※の割合



■現状
○【H24高知県版】最大クラスの南海トラフ巨大地震による被害想定

（ ）内は、H31.3現在
・全壊棟数：153,000棟（135,000）､死者数：42,000人（11,000）
・避難者：438,000人（368,000）

○東日本大震災から既に８年が経過、復興の遅れ
（復興事業が長期化、仮設住宅生活、資金不安、震災関連死）

■課題
○大震災発生後、
・迅速に復興計画を作成
・早期に復興計画を実現する体制

「高知県震災復興都市計画指針（手引書）」の策定

課題解決に向けて

※行動手順の策定自治体
（予定含む）
栃木、東京、埼玉、神奈川、
静岡、愛知、大阪、和歌山、
山梨、三重、広島など

具体的な事業メニュー、行動手順が必要

南海トラフ地震は、今後30年間で70 ～80％程度の確率で発生

平成２８年３月
【手続き編】【計画編】策定
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高知県の被害想定

高知県震災復興都市計画指針（手引書）の策定

即して
高知県復興方針（発災後）

住宅の
復興

市町村復興計画（発災後）

（※）都市基盤や土地利用などの「都市計画」に関わる復興
○○･･･福祉、医療、教育、観光など

産業の
復興

〇〇の
復興

都市の
復興【※】

高知県南海トラフ地震による
災害に強い地域社会づくり条例

高知県地域防災計画整合

高知県南海トラフ地震対策行動計画

実行計画 実行計画

発災
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高知県の南海トラフ地震対策の計画体系

国

県

市
町
村

予防（応急、復旧・復興を見据えた事前対策） 応急

被災者生活再建支援法

復旧・復興

高知県復興方針
(発災後策定)

市町村津波避難計画
地域津波避難計画

市町村復興計画
（発災後策定）

実
行
計
画

市町村業務継続計画 （ＢＣＰ）

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法

高知県広域受援計画

地震防災対策
特別措置法

地震防災緊急事業
五箇年計画

大規模災害からの復興に関する法律

高知県南海トラフ地震応急対策活動要領 （ＢＣＰ）
南海トラフ地震の発生に際して、県が行うべき対応業務について、災害対策本部をはじめ、
各部や各所属の役割を整理するとともに、事前に行っておくべき準備や、県職員として日頃
から心がけなければならない事柄を整理したマニュアル

国 土 強 靭 化 基 本 計 画 （ 指 針 ）

災 害 対 策 基 本 法

南海トラフ地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法

国 土 強 靭 化 政 策 大 綱

津波避難対策
緊急事業計画

市町村地域防災計画 （南海トラフ地震防災対策推進計画）

■ 国土強靭化アクションプラン

調
和

高知県国土強靭化地域計画（指針）

国土強靭化に係る県の他の計画等の指針となるべきものを定めた計画

高知県地域防災計画 （南海トラフ地震防災対策推進計画）
■ 一般対策編 ■ 地震及び津波災害対策編 ■ 火災及び事故災害対策編

災害対策基本法第40条に基づき、各種の災害から県民の生命、身体及び財産を保護するために、本県において防災上必要な諸施策の基本を行政、事業者、住民それぞれの役割を明らかにして定めた計画

高知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例
南海トラフ地震による災害から県民の生命、身体及び財産を守ることを目的として、予防から応急、復旧・復興までの対策を計画的に
行うため、県、県民、事業者等の役割及び責務を明らかにするとともに、震災に強い地域社会づくりを目指して相互に連携しながら

南海トラフ地震対策を推進していくために制定

連
携

大規模地震防災・減災対策大綱
予防から、応急、復旧・復興までの対策のマスタープラン
■ 大規模地震・津波災害応急対策対処方針（暫定版）

大規模地震発生時の災害応急対策について、政府の役割を定めたもの
■ 具体計画

復興基本方針（発災後策定）
復興の意義及び目標、実施すべき施策、国と地方
公共団体の役割分担や連携について定めたもの

南海トラフ地震防災対策推進基本計画
基本的方針、基本的な施策に関する事項、施策の具体的な目標と
その達成期間、各種計画の基本となるべき事項等を定めたもの

高知県南海トラフ地震対策行動計画
被害の軽減や地震発生後の応急、復旧・復興のための事前の準備
など、県、市町村、事業所をはじめ県民それぞれの立場で実施す
べき取組をまとめた南海トラフ地震対策のトータルプラン

高知県
津波避難計画策定指針

災害救助法

市町村国土強靭化地域計画（指針）調
整

具体計画

本手引書
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津波対策 火災対策

復
興
ま
ち
づ
く
り

まちづくり くらしの再建

復興をイメー
ジすることで、
事前の備えの
重要性が明確
になる

震災に備える
ことは、速や
かな復興につ
ながる

揺れ対策

■住宅の耐震化
■既存建築物の耐震化
・学校等の公共施設、県有建築物
医療施設、社会福祉施設 など

■室内の安全確保対策
・家庭や事業所における家具転倒防止

など

■津波の早期検知体制の整備
■避難対策
・津波避難経路・避難場所、津波避難タワー
津波シェルターの整備

■津波避難経路の安全性の確保 ・現地点検

■津波・浸水被害の軽減 ・河川、海岸堤防等の耐震化

■保育所等の高台移転
■実践的な避難訓練 など

■市街地の大規模火災等への対策
・重点推進地区での地震火災対策計画の策定
・重点推進地区における地震火災対策の実施
・土地区画整理事業の実施

■津波火災への対策
・石油基地の津波火災対策
・農業用、漁業用燃料タンクの対策 など

高知県耐震改修
促進計画

地域津波避難計画 地震火災対策指針
災害時における要配慮者の
避難支援ガイドライン

道路啓
開計画

災害時医療
救護計画

広域火
葬計画

災害時
保健活動

ガイドライン

南海トラフ地震時
栄養・食生活支援活動

ガイドライン

災害時の
心のケア
マニュアル

大規模災害に備えた
避難所運営マニュアル

作成の手引き

命
を
つ
な
ぐ

■避難所・福祉避難所の確保と
運営体制の充実

・地域集会所の耐震化
・避難所運営マニュアルの作成
・福祉避難所の指定

■要配慮者への支援
・災害時要援護者対策ガイドライン改訂

■保健・衛生活動の充実
・災害時保健活動マニュアル策定 など

■総合防災拠点の整備
■輸送対策
・道路啓開計画策定
・防災拠点港のＢＣＰ策定
・漁港啓開計画策定

■応急対策活動用燃料の確保
■応急期の機能配置計画の策定
■応援部隊・物資等の受入体制の整備

■長期浸水対策の推進 など

■前方展開型の医療救護活動の体制整備(※)
・災害時医療救護計画改訂
・災害拠点病院、救護病院、医療救護所の整備
・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の整備
・ＤＭＡＴの体制整備
・全医師への災害医療研修制度創設
・県民への応急手当や搬送方法の技術の普及 など

※負傷者を後方搬送が出来ない状況を想定し、前方
である負傷者により近い場所で行う医療救護活動

災害公営住
宅整備指針

災害廃棄物処理計画
Ver.1

応急仮設住宅
供給計画

震災復興
都市計画指針

■地籍調査
■復興都市計画 ・震災復興都市計画指針策定

■住宅の確保
・災害公営住宅建設計画策定
・応急仮設住宅供給計画

■生活を支える拠点のあり方（復興マーケット等）など

■復興の基本的な考え方の整理
■復興組織体制の整備
■がれき処理
・災害廃棄物処理計画策定

■産業の復旧・復興（ＢＣＰ策定など）

・農業、林業、水産業、商工業、観光産業などの再興 など

生
活
を
立
ち
上
げ
る

命
を
守
る

応急対策

津波避難タワー設
計のための手引き

震災に
備える

復興を
イメージ

する

避難所対策 医療救護対策

応急救助機
関受援計画

南海トラフ地震対策の全体イメージ

災害公営住宅建設計画
（作成中）

H28.3時点

物資配送計画
（作成中）

配慮・調整

復興まちづくり計画
（防災集団移転促進事業、土地区画整理事業） 6



■目的
・南海トラフ地震等による大震災発生後、迅速に
復興まちづくり事業を遂行
⇒県・市町村職員連携による復興体制の強化
⇒復興まちづくりを進める職員の対応力向上

■構成（手引書としてとりまとめ）
【手続き編】
被災調査から建築制限、都市計画決定等まで行動手順

【計画編】
地区の復興まちづくり計画の策定方法と事前の取組
（※高台移転を含む）

■これまでの経過
・平成26年度 指針（手引書）【手続き編】の策定
・平成27年度 指針（手引書）【計画編】の策定（全体訓練）
・平成28年度～「全体訓練」の実施（全市町村を対象）

「地区別訓練」の実施（毎年4市町、5年間で20市町実施予定）

⇒訓練結果による指針（手引書）の時点修正

高知県震災復興都市計画指針（手引書）の概要

発災後に活用する
行動マニュアル

7

県・市町村職員による的確かつ速やかな行動手順

●第１段階
（発生後１カ月以内）

----------------------------------------------------------
●第２段階
（発生後２カ月以内）

----------------------------------------------------------
●第３段階
（発生後６カ月目途）

----------------------------------------------------------
●本格復興期間
（発生後概ね10年間）

復
興
ま
ち
づ
く
り

南海トラフ地震等の大震災発生

被災建築物等の調査

復興地区区分の検討

都市復興基本方針策定・公表

第一次建築制限区域

都市復興基本計画（骨子案）

第二次建築制限区域策定・公表

災害危険区域（移転促進区域）の指定

都市復興基本計画策定・公表

地区の復興まちづくり計画の策定

復興都市計画事業（土地区画整理事業）の推進
防災集団移転促進事業の推進 など

都市計画決定

高知県復興方針

市町村復興計画

市町村

市町村

県

県
市町村

市町村

市町村

市町村

県

市町村
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平時における
事前の準備

第２章
第１段階
発災後
２週間から
１カ月以内

第３章
第２段階
発災後
２カ月以内

第４章
第３段階
発災後
６カ月を目途

地区の復興まちづくり

第一次建築制限
・被災建築物等の概況調査
・復興地区区分の検討
・第一次建築制限区域（案）の申出
・都市復興基本方針の策定と公表
・建築基準法第84条の指定

第二次建築制限

[または災害危険区域による制限]
・被災建築物等の状況調査
・都市復興基本計画（骨子案）の策定と公表
・特措法第５条及び第７条の適用

（被災市街地復興推進地域の都市計画決定）
・建築基準法第39条（災害危険区域）の指定
・移転促進区域の設定

・都市復興基本計画の策定と公表
・地区の復興まちづくり計画の策定

（現在位置による
復興手続き）

・都市復興基本計画の
都市計画決定

・復興都市計画事業の
推進

（移転による
復興手続き）

・防災集団移転促進事
業計画の作成

・防災集団移転促進事
業計画の推進

発災

【手続き編】震災復興都市計画の流れ（行動手順）

大震災発生後、被災情報等の収集
（市街地での著しい面的被害の発生）

復興事業により
・部分的な道路改良
・都市施設の再建
・地区計画の決定など
↓↓↓

建築制限は行わず、
自主再建を促進

ＮＯ

YES

【手続き編】Ｐ８
9

【計画編】地区の復興まちづくり計画の策定方法と事前の取組

【計画編】第２章

「事前の準備」

【計画編】第１章 指針の概要

発災後に活用する
行動マニュアル

【計画編】第３章

【計画編】第４章

「事前の準備」
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【津波防災の分類（岩手県）】【避難や高台移転に関する考え方（宮城県）】

意義（必要性と効果）や基本的な考え方（着目すべき基本的事項）を整理

「事前復興」とは、
平時から甚大な被害を想定し、迅速かつ円滑な復興まちづくりの検討を事前準備

「事前復興計画」とは、
地域住民等との協働で、地域の目指すべき将来像や復興の基本方針等を平時のうちに
まとめたもの

甚大な津波被害等を想定した事前の取組も考慮
11

【計画編】 第２章 事前復興計画

【計画編】 第３章 地区の復興まちづくり計画

都市計画に
関わる復興まちづくり

主な事業メニュー

市街地整備 被災市街地復興土地区画整理事業
都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）
市街地再開発事業
住宅市街地総合整備事業
住宅地区改良事業

避難所等の整備 都市防災総合推進事業

津波復興拠点支援施設
等の整備

津波復興拠点整備事業
都市・地域交通戦略推進事業

道路施設の整備 道路事業

都市公園の整備 都市公園事業

住宅関連施設の整備 防災集団移転促進事業
がけ地近隣等危険住宅移転事業
優良建築物等整備事業

東日本大震災における主な復興まちづくり事業メニュー

【出典】福島県新地町「しんち復興だより」第２号 （平成２７年９月発行）

他事業との連携
を積極的に検討

12



平成３０年度 全体訓練の結果

訓練の見直し・改善

昨年度
平成30年度

本年度 令和２年度フィードバック
令和元年度

全体訓練
（机上訓練）

【手続き編】被災調査から建築制限、
都市計画決定等まで行動手順

訓練の概要、結果、課題等の整理

繰り返し継続

●県・市町村職員連携による復興体制の強化
●復興まちづくりを進める職員の対応力向上
⇒訓練結果による指針（手引書）の時点修正（バージョンアップ）

地区別訓練
（実地訓練）

【計画編】地区の復興まちづくり計画
（たたき台）の策定

訓練の概要、結果、課題等の整理

時系列に沿った具体的な行動手順の確認含む
（様式による資料提出など）

震災復興まちづくり訓練(全体･地区別)の取組

13
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全体訓練について

高知県震災復興まちづくり 全体訓練



高知県震災復興都市計画指針（手引書）の目的

南海トラフ地震等による大震災発生後の迅速な都市の復興
⇒県・市町村職員連携による復興体制の強化
⇒復興まちづくりを進める職員の対応力向上

仮想被害（モデル地区）に基づいて、
指針【手続き編】「県・市町村職員行動手順」の理解

被災調査から建築制限、都市計画決定等まで行動手順

「事前の準備」の大切さを理解

市町村業務継続計画（ＢＣＰ）へ反映

全体訓練の目的

全体訓練の目的

15

復興庁ＨＰより 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況（平成28年３月末時点）
http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-2/20130730183653.html

東日本大震災における課題（事前の準備）

①復興まちづくりを進める地方自治体の職員不足
②被災住民との合意形成
③用地買収（境界確定・相続問題など）
④労働者と建設資材不足

・200以上の市町村が被災した巨大・広域災害
・被災直後から震災関連業務に追われる（職員も被災者）
・多くの被災住民が広域避難や転出

南海トラフ地震対策の教訓
として「事前の準備」が鍵

復興まちづくりの合意形成が難航
（復興事業が長期化）

全国の避難者等の数
約８万４千人（平成29年9月１４日現在）

復興まちづくりが長期化（平成２9年6月末時点）
・民間住宅等用宅地 完了率86％（地区数）

16



「全体訓練」のねらい（事前の準備）

平時における「事前の準備」（出来ることから）

・地区カルテ（密集市街地カルテ）や基盤整備状況の整理
・地籍調査による境界確定
・土地や建物の権利関係の整理
・罹災証明書の交付業務（住家の被害認定）の実施体制づくり
・説明会、都市計画審議会の開催場所、周知方法の想定
・災害危険区域の条例制定
・地区まちづくり協議会の組織化、事前復興計画づくり
・移転先の検討（埋蔵文化財発掘調査等）

●第１フェーズ（発災後６時間まで）
～中心業務は「地震・津波から県民を守る」「火災から県民を守る」～
●第２フェーズ（発災後72時間まで）
～中心業務は「人命を救う」～
●第３フェーズ（発災後２週間まで）
～中心業務は「避難者の健康と生活を守る」～

●第４フェーズ（発災後１か月まで）
～中心業務は「被災から復旧する」～

高知県南海トラフ地震応急対策活動要領 （ＢＣＰ）
http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/010101/katudouyouryou.html
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第一次建築制限とは、被災地域における市街地の健全な復興の支障となるような建築を防止するため、
建築基準法第84条に基づき、災害が発生した日から１カ月以内の期間において、特定行政庁が区域を
指定し、期間を限って、その区域内における建築物の建築の制限・禁止を行うものである。（延長の
場合、最長で２カ月まで可能）

訓練① 第一次建築制限区域（案）の作成

訓練② 第二次建築制限区域（案）の作成

訓練③ 地区の復興まちづくり計画（案）の作成

全体訓練の内容

南海トラフ地震（仮想被害）の大震災発生

【手続き編】Ｐ９

第二次建築制限とは、建築基準法第84条による第一次建築制限の期間が最長で発災後２カ月間と規定
されていることから、被災市街地の緊急かつ健全な復興を図るために、市街地開発事業の都市計画決
定等が講じられるまで、被災市街地復興特別措置法第７条に基づき、必要最小限度（最長で発災後２
年間）の建築行為等の制限を行うものである。

【手続き編】P45

地区の復興まちづくりとは、地区別復興手法（P56）に基づき、第二次建築制限区域（現在位置によ
る復興）または災害危険区域（移転による復興）を踏まえ、事業実施のための事業計画や法定手続き
を迅速に進めるために必要となる事項を中心に示すものである。「地区の復興まちづくり計画」は、
市町村が策定する「復興計画」の一部構成するものとなる。

【手続き編】P89 18



訓練①

第一次建築制限区域（案）の作成

高知県震災復興都市計画指針（手引書）全体訓練

令和元年度

19

第一次建築制限（発災後１カ月以内）までの行動手順

【手続き編】Ｐ11 【手続き編】Ｐ126

行動手順票フロー

訓練①

訓練対象外

20
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訓練① 第一次建築制限区域（案）の作成

【手続き編】Ｐ9 【手続き編】Ｐ21 21

訓練① 第一次建築制限区域（案）の作成

【手続き編】Ｐ19 【手続き編】Ｐ23

総合的、即地的に判断

22



訓練②

第二次建築制限区域（案）の作成

高知県震災復興都市計画指針（手引書）全体訓練

令和元年度

23

第ニ次建築制限（発災後２カ月以内）までの行動手順

【手続き編】Ｐ127【手続き編】Ｐ47

行動手順票フロー

訓練②

訓練対象外
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訓練② 第二次建築制限区域（案）の作成

【手続き編】Ｐ45 【手続き編】Ｐ56 25

訓練② 第二次建築制限区域（案）の作成

【手続き編】Ｐ77【手続き編】Ｐ71 26



訓練③

地区の復興まちづくり計画（案）
の作成

高知県震災復興都市計画指針（手引書）全体訓練

令和元年度

※復興庁HPより
D 15 津波復興拠点整備事業http://www.reconstruction.go.jp/topics/120405gaiyou.pdf 27

【手続き編】Ｐ128【手続き編】Ｐ90

地区の復興まちづくり計画（発災後６カ月目途）までの行動手順

行動手順票フロー

訓練③

28

第
一
次
建
築
制
限

第
二
次
建
築
制
限
等

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り



訓練③ 地区の復興まちづくり計画（案）の作成

【手続き編】Ｐ103【手続き編】Ｐ96 29

検討①道 路：黒色
検討②公園緑地：緑色
検討③災害公営住宅：橙色

～都市施設の配置や着色のイメージ～

訓練③ 地区の復興まちづくり計画（案）の作成

事業区域境界線：赤色マジック

街：街区公園
近：近隣公園

【計画編】Ｐ40～Ｐ50
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１０月～１１月

高知県震災復興まちづくり 地区別訓練

地区別訓練について

32

地区別訓練（実地訓練）の概要

全体訓練
本山
町

土佐
市

宿毛
市

室戸
市

H29

安芸
市

須崎
市

黒潮
町

東洋
町

四万
十市

土佐清
水市

いの
町

香南
市

H30

H28

ポイント①：４市町で地区別訓練を開催
・高知市、香美市、中土佐町、越知町、
佐川町、四万十町で開催

ポイント②：周辺市町村の参加
・訓練の一部の内容を周辺市町村も参加し、ディスカッショ
ンをしながら復興まちづくり計画（たたき台）を策定

ポイント③：訓練を行う６市町の役割
・総合計画、マスタープラン、人口等の訓練に用いる各資料
の収集、分析を行ってもらう

・発災後の各作業の手順・体制の確認を行う

H31高知
市

香美
市

四万
十町

中土
佐町

土佐
町

南国
市

越知
町

佐川
町 H32



訓練の進め方のポイント
１．指針（手引書）に基づき行動。
２．訓練は手順等の確認と実際の作業を行う訓練（演習）の２パターン。
３．訓練サポート表を通じて事務局（県）は訓練内容を指示。市町は実施内容を報告。
４．事務局（県）は訓練サポート表により訓練の進捗状況を把握。必要に応じて助言。

【手順等確認】
手順、体制、連絡手段等の確
認や検討

【訓練（演習）】
【第Ⅰ段階】
第一次建築制限区域（案）
【第Ⅱ段階】
第二次建築制限区域（案）
【第Ⅲ段階】
・地区の復興まちづくり計画
（たたき台）の作成

訓練内容

訓練
サポート表

指針
（手引書）

市町職員

指針（手引書）に
基づき

訓練の実施

県（事務局）

訓練の運営や助言

【県（事務局）】
・訓練内容を指示
・報告内容を確認し、進捗状況を把握

【市町】
・訓練実施内容を報告
・訓練で得た気づきを報告

訓練をサポート

実施内容を報告

地区別訓練の進め方

訓練サポート表を用いて訓練を行います！
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被災地域における市街地の健全な
復興の支障となるような建築を防
止するため、建築基準法第84条
に基づき、期間を限って区域内に
おける建築物の建築の制限・禁止
を行う

訓練① 第一次建築制限区域の作成
〈１０月 第１週〉

訓練② 第二次建築制限区域の作成
〈１０月 第２週〉

訓練③ 地区の復興まちづくり計画（たた
き台）の作成
〈１０月 第３、４週〉

１０月１日訓練開始：南海トラフ地震（仮想被害）の大震災発生

被災市街地の緊急かつ健全な復興
を図るために、市街地開発事業の
都市計画決定等が講じられるまで、
必要最小限度（最長で発災後２年
間）の建築行為等の制限を行う

地区別復興手法に基づき、第二次
建築制限区域（現在位置による復
興）または災害危険区域（移転に
よる復興）に併せた復興の具体的
な取組。市町村が策定する「復興
計画」の一部を構成するもの

地区別訓練の内容（現在位置の復興）

仮想被害を提示

第一次建築制限区域設定
第一次建築制限区域

更新された仮想被害を提示

第二次建築制限区域設定
第二次建築制限区域

○○市△△地
区復興まちづく
り計画

骨格プラン イメージ
次の点などを踏まえ計画を策定
⇒まちづくりの骨格となるプラ
ン等を作成

・地区の個性、被災特性
・地域の課題（人口減、災害リス
ク等）
・持続可能性

発災後１カ月以内

発災後２カ月以内

発災後６カ月以内

次の点などを踏まえて検討
・被害状況
・都市基盤整備状況（鉄道、道
路等）

・地域特性（土地の用途、産業、
人口 等）

次の点などを踏まえて検討
・時間が経過し、詳細に判明した
被害状況
・都市基盤整備状況、地域特性
・導入する事業

主なポイント

主なポイント

主なポイント
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被災地域における市街地の健全な

復興の支障となるような建築を防
止するため、建築基準法第84条
に基づき、期間を限って区域内に
おける建築物の建築の制限・禁止
を行う

１０月１日訓練開始：南海トラフ地震（仮想被害）の大震災発生

津波等による危険の著しい区域に
ついて、住居の用に供する建築物
の建築を禁止する。区域指定が防
災集団移転促進事業の国庫補助の
要件。時限的な規制ではない

地区別復興手法に基づき、第二次
建築制限区域（現在位置による復
興）または災害危険区域（移転に
よる復興）に併せた復興の具体的
な取組。市町村が策定する「復興
計画」の一部を構成するもの

地区別訓練の内容（移転による復興）

仮想被害を提示

第一次建築制限区域設定
第一次建築制限区域

更新された仮想被害を提示

災害危険区域設定
災害危険区域 移転元

移転先

○○市△△地
区復興まちづく
り計画

移転先骨格プラン イメージ
次の点などを踏まえ計画を策定
⇒まちづくりの骨格となるプラ
ン等を作成

・地区の個性、被災特性
・地域の課題（人口減、災害リス
ク等）

・持続可能性
・移転元の土地利用

次の点などを踏まえて検討
・被害状況
・都市基盤整備状況（鉄道、道
路等）

・地域特性（土地の用途、産業、
人口 等）

次の点などを踏まえて検討
・時間が経過し、詳細に判明した
被害状況
・都市基盤整備状況、地域特性
・導入する事業
・移転対象とする区域

主なポイント

主なポイント

主なポイント

訓練① 第一次建築制限区域の作成
〈１０月 第１週〉

訓練② 第二次建築制限区域の作成
〈１０月 第２週〉

訓練③ 地区の復興まちづくり計画（たた
き台）の作成
〈１０月 第３、４週〉

発災後２カ月以内

発災後１カ月以内

発災後６カ月以内
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高知県の防災キャラクター
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